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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第68期

中間連結会計期間
第69期

中間連結会計期間
第68期

会計期間
自　2025年３月１日
至　2025年８月31日

自　2026年３月１日
至　2026年８月31日

自　2025年３月１日
至　2026年２月28日

売上高 (百万円) 36,117 37,492 71,845

経常利益 (百万円) 7,629 8,657 14,885

親会社株主に帰属する
中間(当期)純利益

(百万円) 4,712 5,805 9,155

中間包括利益又は包括利益 (百万円) 5,179 6,276 10,221

純資産額 (百万円) 94,194 87,803 83,403

総資産額 (百万円) 114,239 109,332 105,176

１株当たり中間(当期)純利益 (円) 99.07 122.77 193.02

潜在株式調整後１株当たり
中間(当期)純利益

(円) － － －

自己資本比率 (％) 73.7 78.7 77.7

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 6,015 6,425 10,984

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △1,250 △2,088 △4,071

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △5,307 △2,774 △18,733

現金及び現金同等物の中間期末
(期末)残高

(百万円) 29,580 19,863 18,301
 

(注) １．当社は中間連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

２．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

 

２ 【事業の内容】

当中間連結会計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)が営む事業の内容について、重要な変更は

ありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当中間連結会計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載した事

業等のリスクについての重要な変更はありません。

２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当中間連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

 
（1）財政状態及び経営成績の状況

①経営成績の状況

当中間連結会計期間における我が国経済は、ＡＩ・半導体関連需要の増加や雇用・所得環境の改善や設備投資の

拡大により緩やかな回復・プラス成長を維持するものの、中東情勢の緊迫化に伴う資源価格の高騰、為替相場の変

動などのリスクによる不透明化等により、先行き不透明な状況が続いております。

こうした経済情勢下、グループの主力事業である株式会社ダイセキの工場廃液を中心とした産業廃棄物の処理事

業は、原材料費、販管費の上昇があったものの、リサイクル燃料の原料となる廃液を積極的に獲得したことによ

り、売上高、営業利益、経常利益は計画を若干下回ったものの、売上高、利益共、過去最高を更新しました。

株式会社ダイセキ環境ソリューションが手掛ける土壌汚染処理関連事業は、前期から続く関東地区の大型工場案

件、今期受注の中部地区の大型工場案件等により売上高、利益共に計画を上回り、順調に推移しました。

株式会社ダイセキＭＣＲが手掛ける鉛リサイクル事業は、原材料費などの上昇の影響等はあったものの、今期か

ら実施できた価格改訂の効果もあり、売上高、利益共、計画を上回りました。

システム機工株式会社が手掛ける大型タンク等の洗浄事業は、一部案件が下期に後ろ倒しとなったことにより、

売上高・利益共に計画を下回りました。

当社グループは、今後の事業拡大のために、引続き人材確保ならびに教育を強化し、環境創造企業として「限ら

れた資源を活かして使う『環境を通じ社会に貢献する環境創造企業』」というパーパスを重視した経営を行うこと

により、地域社会から愛される企業を目指してまいりました。

以上の結果、当中間連結会計期間の業績は、売上高37,492百万円(前年同期比3.8％増)、営業利益8,345百万円

(同12.0％増)、経常利益8,657百万円(同13.4％増)、親会社株主に帰属する中間純利益5,805百万円(同23.1％増)と

なり、売上高、利益共、過去最高の業績となりました。

 
当社グループは、環境関連事業から構成される単一セグメントであるため、セグメントごとの記載を省略してお

ります。

 
②財政状態の状況

当中間連結会計期間末の総資産は109,332百万円と前連結会計年度末に比べ4,155百万円増加いたしました。これ

は主に繰延税金資産が117百万円減少したものの、現金及び預金が1,644百万円、受取手形、売掛金及び契約資産が

1,292百万円、投資有価証券が559百万円、棚卸資産が490百万円、有形固定資産が393百万円それぞれ増加したこと

によります。負債は21,528百万円と前連結会計年度末に比べ244百万円減少いたしました。これは主に短期借入金

が720百万円増加したものの、流動負債その他が601百万円、長期借入金が447百万円それぞれ減少したことにより

ます。純資産は87,803百万円と前連結会計年度末に比べ4,400百万円増加いたしました。これは主に利益獲得等に

より利益剰余金が3,914百万円、その他有価証券評価差額金が387百万円それぞれ増加したことによるものでありま

す。
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(2) キャッシュ・フローの状況

当中間連結会計期間における現金及び現金同等物は、前連結会計年度末に比べ1,562百万円増加し19,863百万円と

なりました。

当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

当中間連結会計期間における営業活動によるキャッシュ・フローは、主に法人税等の支払額2,590百万円、売上債

権の増加額1,328百万円等があったものの、税金等調整前中間純利益8,540百万円、減価償却費1,805百万円等によ

り、総額では6,425百万円（前年同期比6.8％増）の収入となりました。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

当中間連結会計期間における投資活動によるキャッシュ・フローは、匿名組合出資金の払戻による収入85百万

円、定期預金の払戻による収入72百万円、有形固定資産の売却による収入70百万円等があったものの、有形固定資

産の取得による支出2,193百万円、定期預金の預入による支出154百万円等により、総額では2,088百万円（同67.0％

増）の支出となりました。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

当中間連結会計期間における財務活動によるキャッシュ・フローは、主に短期借入金の純増額720百万円等があっ

たものの、配当金の支払額1,892百万円、連結の範囲の変更を伴わない子会社株式の取得による支出1,064百万円、

長期借入金の返済による支出451百万円等により、総額では2,774百万円（同47.7％減）の支出となりました。

 
(3) 経営方針・経営戦略等

当中間連結会計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はありませ

ん。

 
(4) 優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

当中間連結会計期間において、当社グループが優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題について重要な変更

はありません。

 
(5) 研究開発活動

当中間連結会計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、131百万円であります。

なお、当中間連結会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

 

３ 【重要な契約等】

当中間連結会計期間において、重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 79,200,000

計 79,200,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
中間会計期間末
現在発行数(株)
(2026年８月31日)

提出日現在
発行数(株)

(2026年10月13日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 48,000,000 48,000,000

東京証券取引所
　　プライム市
場　　名古屋証券取

引所
 プレミア市場

単元株式数
100株

計 48,000,000 48,000,000 － －
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

　　2026年３月１日～
   2026年８月31日

－ 48,000,000 － 6,382 － 7,051
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(5) 【大株主の状況】

2026年８月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
(自己株式を
除く。)の
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

日本マスタートラスト信託銀行株式会社
港区赤坂１丁目８番１号赤坂インター
シティＡＩＲ

7,526 15.91

株式会社日本カストディ銀行 中央区晴海１丁目８－12　 5,146 10.88

有限会社こども未来研究所 岩倉市下本町真光寺53－６ 2,580 5.45

ＴＨＥ　ＣＨＡＳＥ　ＭＡＮＨＡＴＴＡ
Ｎ　ＢＡＮＫ　，Ｎ．Ａ．
(常任代理人株式会社みずほ銀行決済営
業部)

ＷＯＯＬＧＡＴＥ　ＨＯＵＳＥ，ＣＯ
ＬＥＭＡＮ　ＳＴＲＥＥＴ　ＬＯＮＤ
ＯＮ　ＥＣ２Ｐ　２ＨＤ，ＥＮＧＬＡ
ＮＤ
(港区港南２丁目15－１　品川イン
ターシティＡ棟)

2,070 4.37

ＳＴＡＴＥ　ＳＴＲＥＥＴ　ＢＡＮＫ　
ＡＮＤ　ＴＲＵＳＴ　ＣＯＭＰＡＮＹ
(常任代理人株式会社みずほ銀行決済営
業部)

ＯＮＥ ＣＯＮＧＲＥＳＳ ＳＴＲＥＥ
Ｔ，ＳＵＩＴＥ １， ＢＯＳＴＯＮ，
ＭＡＳＳＡＣＨＵＳＥＴＴＳ
(港区港南２丁目15－１　品川イン
ターシティＡ棟)

2,063 4.36

ＧＯＶＥＲＮＭＥＮＴ　ＯＦ　ＮＯＲＷ
ＡＹ
(常任代理人シティバンク、エヌ・エイ
東京支店)

ＢＡＮＫＰＬＡＳＳＥＮ　２，０１０
７　ＯＳＬＯ　１　ＯＳＬＯ　０１０
７　ＮＯ
(新宿区新宿６丁目27番30号)

1,770 3.74

ＣＥＰ　ＬＵＸ－ＯＲＢＩＳ　ＳＩＣＡ
Ｖ
(常任代理人シティバンク、エヌ・エイ
東京支店)

３１　Ｚ．Ａ．　ＢＯＵＲＭＩＣＨ
Ｔ，　Ｌ－８０７０　ＢＥＲＴＲＡＮ
ＧＥ，ＬＵＸＥＭＢＯＵＲＧ
(新宿区新宿６丁目27番30号)

1,568 3.31

ＪＰ　ＭＯＲＧＡＮ　ＣＨＡＳＥ　ＢＡ
ＮＫ
(常任代理人株式会社みずほ銀行決済営
業部)

２５　ＢＡＮＫ　ＳＴＲＥＥＴ，ＣＡ
ＮＡＲＹ　ＷＨＡＲＦ，ＬＯＮＤＯ
Ｎ，Ｅ14　5ＪＰ，ＵＮＩＴＥＤ　Ｋ
ＩＮＧＤＯＭ
(港区港南２丁目15－１　品川イン
ターシティＡ棟)

1,422 3.00

有限会社博泰 名古屋市緑区鶴が沢１丁目911番地 1,228 2.59

株式会社ホリコーポレーション
名古屋市中区錦２丁目17－11　伏見山
京ビル１Ｆ

1,117 2.36

計 － 26,494 56.02
 

(注)　１．上記の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は次のとおりであります。

日本マスタートラスト信託銀行株式会社 7,526千株

株式会社日本カストディ銀行 5,146千株
 

２．2026年３月５日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書（変更報告書）において、マサチューセッ

ツ・ファイナンシャル・サービセズ・カンパニー及びその共同保有者であるＭＦＳインベスト・マネジメ

ント株式会社が2026年２月27日現在で以下の株式を所有している旨が記載されているものの、当社として

当中間会計期間末現在における実質所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況には含めてお

りません。

なお、当該大量保有報告書（変更報告書）の内容は次のとおりであります。

氏名又は名称 住所
保有株券等の数
(千株)

株券等保有割合
(％)

マサチューセッツ・ファイナンシャ
ル・サービセズ・カンパニー

アメリカ合衆国02199、マサチューセッツ
州、ボストン、ハンティントンアベ
ニュー111

2,508 5.23

ＭＦＳインベスト・マネジメント株式
会社

東京都千代田区霞が関一丁目４番２号　
大同生命霞が関ビル

113 0.24
 

３．2026年７月23日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書（変更報告書）において、ノムラ　イン

ターナショナル　ピーエルシー及びその共同保有者である野村アセットマネジメント株式会社が2026年７

月15日現在で以下の株式を所有している旨が記載されているものの、当社として当中間会計期間末現在に

おける実質所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況には含めておりません。

なお、当該大量保有報告書（変更報告書）の内容は次のとおりであります。

氏名又は名称 住所
保有株券等の数
(千株)

株券等保有割合
(％)

EDINET提出書類

株式会社ダイセキ(E04931)

半期報告書

 6/23



ノムラ　インターナショナル　ピーエ
ルシー

1 Angel Lane, London EC4R 3AB, United
Kingdom

107 0.22

野村アセットマネジメント株式会社 東京都江東区豊洲二丁目２番１号 2,034 4.24
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(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

   2026年８月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式(自己株式等) － － －

議決権制限株式(その他) － － －

完全議決権株式(自己株式等) 普通株式 706,600
 

－ －

完全議決権株式(その他) 普通株式 47,170,300
 

471,703 －

単元未満株式 普通株式 123,100
 

－ －

発行済株式総数 48,000,000 － －

総株主の議決権 － 471,703 －
 

(注)  「完全議決権株式(その他)」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が2,300株含まれております。また、「議

決権の数」の欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数23個が含まれております。

 
 

② 【自己株式等】

  2026年８月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数(株)

他人名義所有
株式数(株)

所有株式数の
合計(株)

発行済株式総
数に対する所
有株式数の割
合(％)

株式会社ダイセキ
名古屋市港区船見町
１番地86

706,600 － 706,600 1.47

計 － 706,600 － 706,600 1.47
 

 

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１．中間連結財務諸表の作成方法について

当社の中間連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省令第28号。

以下「連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

また、当社は、金融商品取引法第24条の５第１項の表の第１号の上欄に掲げる会社に該当し、連結財務諸表規則第

１編及び第３編の規定により第１種中間連結財務諸表を作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、中間連結会計期間(2026年３月１日から2026年８月31

日まで)に係る中間連結財務諸表について、有限責任 あずさ監査法人による期中レビューを受けております。
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１ 【中間連結財務諸表】

(1) 【中間連結貸借対照表】

           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(2026年２月28日)

当中間連結会計期間
(2026年８月31日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 18,398 20,042

  受取手形、売掛金及び契約資産 13,991 15,283

  電子記録債権 1,319 1,355

  棚卸資産 ※  2,277 ※  2,767

  その他 599 568

  貸倒引当金 △10 △12

  流動資産合計 36,576 40,005

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物及び構築物（純額） 15,991 16,275

   機械装置及び運搬具（純額） 6,571 6,267

   土地 29,722 29,742

   建設仮勘定 890 1,286

   その他（純額） 924 921

   有形固定資産合計 54,100 54,493

  無形固定資産   

   のれん 675 645

   顧客関連資産 752 719

   その他 346 336

   無形固定資産合計 1,774 1,700

  投資その他の資産   

   投資有価証券 7,063 7,622

   長期預金 3,500 3,500

   繰延税金資産 1,508 1,390

   その他 657 622

   貸倒引当金 △3 △3

   投資その他の資産合計 12,725 13,132

  固定資産合計 68,600 69,327

 資産合計 105,176 109,332
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           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(2026年２月28日)

当中間連結会計期間
(2026年８月31日)

負債の部   

 流動負債   

  支払手形及び買掛金 3,180 3,248

  電子記録債務 1,226 1,045

  短期借入金 2,660 3,380

  １年内返済予定の長期借入金 901 896

  未払法人税等 2,784 2,905

  賞与引当金 807 906

  その他 4,427 3,826

  流動負債合計 15,987 16,208

 固定負債   

  長期借入金 3,524 3,077

  役員退職慰労引当金 297 285

  退職給付に係る負債 1,333 1,375

  繰延税金負債 248 231

  その他 381 349

  固定負債合計 5,785 5,319

 負債合計 21,773 21,528

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 6,382 6,382

  資本剰余金 1,488 1,491

  利益剰余金 76,162 80,077

  自己株式 △2,761 △2,728

  株主資本合計 81,272 85,222

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 479 867

  退職給付に係る調整累計額 △5 △2

  その他の包括利益累計額合計 473 864

 非支配株主持分 1,657 1,716

 純資産合計 83,403 87,803

負債純資産合計 105,176 109,332
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(2) 【中間連結損益計算書及び中間連結包括利益計算書】

【中間連結損益計算書】

           (単位：百万円)

          前中間連結会計期間
(自　2025年３月１日
　至　2025年８月31日)

当中間連結会計期間
(自　2026年３月１日
　至　2026年８月31日)

売上高 36,117 37,492

売上原価 24,192 24,578

売上総利益 11,924 12,914

販売費及び一般管理費 ※  4,474 ※  4,568

営業利益 7,450 8,345

営業外収益   

 受取利息 57 57

 受取配当金 19 26

 受取保険金 21 7

 受取補償金 25 8

 補助金収入 15 66

 匿名組合投資利益 － 93

 その他 65 94

 営業外収益合計 204 353

営業外費用   

 支払利息 20 32

 自己株式取得費用 2 0

 その他 2 9

 営業外費用合計 25 41

経常利益 7,629 8,657

特別利益   

 固定資産売却益 33 27

 特別利益合計 33 27

特別損失   

 固定資産売却損 18 0

 固定資産除却損 96 91

 固定資産圧縮損 － 53

 特別損失合計 114 145

税金等調整前中間純利益 7,548 8,540

法人税、住民税及び事業税 2,537 2,732

法人税等調整額 △175 △77

法人税等合計 2,362 2,654

中間純利益 5,185 5,885

非支配株主に帰属する中間純利益 472 79

親会社株主に帰属する中間純利益 4,712 5,805
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【中間連結包括利益計算書】

           (単位：百万円)

          前中間連結会計期間
(自　2025年３月１日
　至　2025年８月31日)

当中間連結会計期間
(自　2026年３月１日
　至　2026年８月31日)

中間純利益 5,185 5,885

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 38 387

 退職給付に係る調整額 △44 2

 その他の包括利益合計 △6 390

中間包括利益 5,179 6,276

（内訳）   

 親会社株主に係る中間包括利益 4,718 6,196

 非支配株主に係る中間包括利益 460 79
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(3) 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】

           (単位：百万円)

          前中間連結会計期間
(自　2025年３月１日
　至　2025年８月31日)

当中間連結会計期間
(自　2026年３月１日
　至　2026年８月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 税金等調整前中間純利益 7,548 8,540

 減価償却費 1,677 1,805

 のれん償却額 68 30

 顧客関連資産償却額 33 33

 貸倒引当金の増減額（△は減少） 0 1

 賞与引当金の増減額（△は減少） 257 98

 役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △4 △12

 退職給付に係る負債の増減額（△は減少） △25 46

 受取利息及び受取配当金 △77 △83

 支払利息 20 32

 匿名組合投資損益（△は益） 0 △93

 補助金収入 △15 △66

 受取補償金 △25 △8

 固定資産売却損益（△は益） △15 △27

 固定資産除却損 96 91

 固定資産圧縮損 － 53

 売上債権の増減額（△は増加） △987 △1,328

 棚卸資産の増減額（△は増加） △115 △490

 仕入債務の増減額（△は減少） △519 △112

 未払消費税等の増減額（△は減少） △496 218

 その他 814 240

 小計 8,235 8,970

 利息及び配当金の受取額 69 69

 補償金の受取額 25 8

 利息の支払額 △20 △32

 法人税等の支払額 △2,295 △2,590

 営業活動によるキャッシュ・フロー 6,015 6,425

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 定期預金の預入による支出 △43 △154

 定期預金の払戻による収入 258 72

 投資有価証券の取得による支出 △8 △8

 
有価証券及び投資有価証券の売却及び償還によ
る収入

700 －

 保険積立金の積立による支出 △2 △2

 有形固定資産の取得による支出 △2,980 △2,193

 有形固定資産の売却による収入 816 70

 無形固定資産の取得による支出 △8 △10

 補助金の受取額 15 66

 匿名組合出資金の払戻による収入 － 85

 その他 2 △13

 投資活動によるキャッシュ・フロー △1,250 △2,088
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           (単位：百万円)

          前中間連結会計期間
(自　2025年３月１日
　至　2025年８月31日)

当中間連結会計期間
(自　2026年３月１日
　至　2026年８月31日)

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 短期借入金の純増減額（△は減少） 140 720

 長期借入金の返済による支出 △487 △451

 社債の償還による支出 △4 △4

 
連結の範囲の変更を伴わない子会社株式の取得
による支出

－ △1,064

 配当金の支払額 △1,874 △1,892

 非支配株主への配当金の支払額 △74 △20

 自己株式の処分による収入 0 －

 自己株式の取得による支出 △2,950 △0

 その他 △56 △60

 財務活動によるキャッシュ・フロー △5,307 △2,774

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △542 1,562

現金及び現金同等物の期首残高 30,122 18,301

現金及び現金同等物の中間期末残高 ※  29,580 ※  19,863
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【注記事項】

(中間連結貸借対照表関係)

※ 棚卸資産の内訳は次のとおりであります。

 
前連結会計年度
(2026年２月28日)

当中間連結会計期間
(2026年８月31日)

商品及び製品 623百万円 610百万円

仕掛品 1,160 1,543 

原材料及び貯蔵品 494 613 
 

 

(中間連結損益計算書関係)

※ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
前中間連結会計期間
(自 2025年３月１日
至 2025年８月31日)

当中間連結会計期間
(自 2026年３月１日
至 2026年８月31日)

給料手当及び賞与 1,317百万円 1,311百万円

賞与引当金繰入額 320 342 

退職給付費用 74 87 

役員退職慰労引当金繰入額 1 7 

貸倒引当金繰入額 0 1 
 

 

(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※ 現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は下記のとおりで

あります。

 
前中間連結会計期間
(自 2025年３月１日
至 2025年８月31日)

当中間連結会計期間
(自 2026年３月１日
至 2026年８月31日)

現金及び預金勘定 29,658百万円 20,042百万円

預入期間が３か月を超える定期預金 △78 △178 

現金及び現金同等物 29,580 19,863 
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(株主資本等関係)

Ⅰ　前中間連結会計期間(自　2025年３月１日　至　2025年８月31日)

１．配当金支払額

 
(決　議) 株式の種類

配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2025年５月22日
定時株主総会

普通株式 1,875 39.0 2025年２月28日 2025年５月23日 利益剰余金
 

 

２．基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間末後となるもの

 

(決　議) 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2025年10月２日
取締役会

普通株式 1,702 36.0 2025年８月31日 2025年10月24日 利益剰余金
 

 

３．株主資本の金額の著しい変動

　当社は、2025年４月８日開催の取締役会において、会社法第165条第３項の規定により読み替えて適用される

同法第156条の規定に基づき、自己株式取得に係る事項について決議し、普通株式800,000株を取得しました。こ

の結果、当中間連結会計期間において自己株式が2,947百万円増加しております。

 
Ⅱ　当中間連結会計期間(自　2026年３月１日　至　2026年８月31日)

１．配当金支払額

 
(決　議) 株式の種類

配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2026年５月28日
定時株主総会

普通株式 1,891 40.0 2026年２月28日 2026年５月29日 利益剰余金
 

 

２．基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間末後となるもの

 

(決　議) 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2026年10月５日
取締役会

普通株式 2,033 43.0 2026年８月31日 2026年10月23日 利益剰余金
 

 

３．株主資本の金額の著しい変動

該当事項はありません。

 
(セグメント情報等)

【セグメント情報】

前中間連結会計期間(自　2025年３月１日　至　2025年８月31日)及び当中間連結会計期間(自　2026年３月１日　

至　2026年８月31日)

当社グループは、環境関連事業から構成される単一セグメントであるため、記載を省略しております。
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(収益認識関係)

当社グループは、環境関連事業から構成される単一セグメントであり、主要な顧客との契約から生じる収益を分

解した情報は、以下のとおりであります。

 
顧客との契約から生じる収益を分解した情報

前中間連結会計期間(自　2025年３月１日　至　2025年８月31日)

(単位:百万円)

 

産業廃棄

物処理関

連事業

土壌汚染

処理関連

事業

鉛リサイ

クル関連

事業

タンク洗

浄関連事

業

そ の 他

(注)
合計

一時点で移転される財又はサービス

一定の期間にわたり移転される財又はサービス

20,253

－

8,027

886

2,393

－

2,284

－

2,272

－

35,230

886

顧客との契約から生じる収益 20,253 8,914 2,393 2,284 2,272 36,117

その他の収益 － － － － － －

外部顧客への売上高 20,253 8,914 2,393 2,284 2,272 36,117
 

(注) その他については、廃石膏ボード・古紙リサイクル関連事業の収益であります。

 
当中間連結会計期間(自　2026年３月１日　至　2026年８月31日)

(単位:百万円)

 

産業廃棄

物処理関

連事業

土壌汚染

処理関連

事業

鉛リサイ

クル関連

事業

タンク洗

浄関連事

業

そ の 他

(注)
合計

一時点で移転される財又はサービス

一定の期間にわたり移転される財又はサービス

21,575

－

8,161

1,360

2,318

－

1,750

－

2,326

－

36,132

1,360

顧客との契約から生じる収益 21,575 9,521 2,318 1,750 2,326 37,492

その他の収益 － － － － － －

外部顧客への売上高 21,575 9,521 2,318 1,750 2,326 37,492
 

(注) その他については、廃石膏ボード・古紙リサイクル関連事業の収益であります。
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(１株当たり情報)

１株当たり中間純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

 
前中間連結会計期間
(自　2025年３月１日
至　2025年８月31日)

当中間連結会計期間
(自　2026年３月１日
至　2026年８月31日)

１株当たり中間純利益 99円07銭 122円77銭

(算定上の基礎)   

親会社株主に帰属する中間純利益(百万円) 4,712 5,805

普通株主に帰属しない金額(百万円) － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する中間純利益
(百万円)

4,712 5,805

普通株式の期中平均株式数(千株) 47,569 47,288
 

(注)　潜在株式調整後１株当たり中間純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 
(重要な後発事象)

当社連結子会社である株式会社ダイセキ環境ソリューションが、経済産業省による「中堅・中小・スタート

アップ企業の賃上げに向けた省力化等の大規模成長投資補助金」の５次公募に採択され、補助金の交付が決定さ

れました。

（1）事業名

　　静岡市におけるプラスチック資源再商品化事業

（2）補助金の交付額

　　2,918百万円

（3）損益に与える影響

補助金の額は、補助事業完了後の審査等の結果により、変動する可能性がありますが、2030年２月期にお　

いて、国庫補助金等による圧縮記帳処理を行い、補助金受取による特別利益及び圧縮記帳による特別損失を計

上する予定であります。
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２ 【その他】

2026年10月５日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

(イ）配当金の総額 2,033百万円

(ロ）１株当たりの金額 43円

(ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日 2026年10月23日
 

 (注）2026年８月31日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。

 

EDINET提出書類

株式会社ダイセキ(E04931)

半期報告書

20/23



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の中間連結財務諸表に対する期中レビュー報告書
 

2026年10月13日

株式会社ダイセキ

取締役会　御中

 
有限責任 あずさ監査法人

名古屋事務所
 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 岸田　　好彦  

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 大橋　　敦司  

 

 

監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ダイセ

キの2026年３月１日から2027年２月28日までの連結会計年度の中間連結会計期間（2026年３月１日から2026年８月31日

まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結包括利益計算書、中

間連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について期中レビューを行った。

当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる企業会計の基準に準拠して、株式会社ダイセキ及び連結子会社の2026年８月31日現在の財政状態並びに同日をもっ

て終了する中間連結会計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項が全

ての重要な点において認められなかった。

監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを行った。

期中レビューの基準における当監査法人の責任は、「中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任」に記載

されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適用

される規定を含む。）に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任

を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

中間連結財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して中間連結財務諸表を作成し

適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間連結財務諸表を作成し適正に表

示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

中間連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき中間連結財務諸表を作成することが適切

であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事

項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から中間連結

財務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビューの過程を通じ

て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
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・主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中レビュー手

続を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される

年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認め

られると判断した場合には、入手した証拠に基づき、中間連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥当と

認められる企業会計の基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかどうか結論付け

る。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、期中レビュー報告書において中間連結財務

諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する中間連結財務諸表の注記事項が適切でない場合

は、中間連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論は、期中

レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続でき

なくなる可能性がある。

・中間連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠してい

ないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた中間連結財務諸表の表示、構成

及び内容、並びに中間連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる事項が認めら

れないかどうかを評価する。

・中間連結財務諸表に対する結論表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監査人

は、中間連結財務諸表の期中レビューに関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独で監査人の

結論に対して責任を負う。

監査人は、監査等委員会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の重要な発見事項

について報告を行う。

監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに

監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又

は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以　上
 

 

(注) １．上記の期中レビュー報告書の原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは期中レビューの対象には含まれていません。
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